様式第7号(第5条関係)

固定資産税課税免除申請書

年　　月　　日

　(あて先)飯塚市長

　　　　　　　　申請者　所在地又は住所　　　　　　　　　　　

名称又は氏名　　　　　　　　　　　
　次のとおり工場等の新(増)設を行ったので、飯塚市工場等誘致条例第10条第2項の規定により申請します。
1 新(増)設工場等の名称及び所在地
2 新(増)設工場等の事業種目(増設の場合は、その部分について記入)
3　工場等の建設の経過

	　(1)　用地の取得日(契約書による)
	　　　　　　年　　月　　日

	　(2)　工場等の建物の建設に着手した日 
	　　　　　　年　　月　　日

	　(3)　建設完了の日 
	　　　　　　年　　月　　日


4　事業開始の日　　　　　　　　　年　　月　　日
5　新設(増)設工場等の概要

　(1)　投下固定資産総額

(単位　千円)

	項目
	既設分
	新(増)設分
	計

	
	数量
	金額
	数量
	金額
	数量
	金額

	固定資産税対象
	土地
	m 2 
	　
	m 2 
	　
	m 2 
	　

	
	家屋
	延
m 2 
	　
	延
m 2 
	　
	延
m 2 
	　

	
	償却資産
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	その他の有形減価償却資産
	　
	　
	　
	　
	　
	　


(注)　「新(増)設分」欄の土地、家屋及び償却資産の数値は、「6　固定資産税の課税免除を受けようとする資産」欄の合計と一致すること。
　(2)　従業員

(単位　人)

	市町村別
	新(増)設前の従業員数
	工場等の新増設により増加する従業員数

	
	
	配置転換によるもの
	新規採用によるもの
	合計

	
	
	市内からのもの
	市外からのもの
	炭鉱離職者
	同左の家族
	その他
	小計
	

	飯塚市
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	桂川町
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	嘉麻市
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	その他
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	計
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　


(注)　1　固定資産税を課されることとなる年度の当該賦課期日現在で記入すること。
　　　2　雇用者数は、いずれも常時使用する雇用者とし、日々雇い入れるものを除くこと。

6　固定資産の課税免除を受けようとする資産

　(1)　土地

(単位　千円)

	大字
	地番
	地目
	地積（㎡）
	取得価格
	取得年月日
	所有者
	摘要

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	合計
	　
	　
	　
	　


(注)　1　地積は、公簿によるものとする。
　　　2　取得年月日は、契約書に記載された実際の取得年月日によること。
　(2)　家屋

(単位　千円)

	種類
	区分
	構造
	床面積　m 2 
	取得価格
	所有者
	摘要

	
	
	
	1階
	その他
	計
	
	
	

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	合計
	　
	　
	　
	　
	　
	　


(注)　「種類」欄は工場、「区分」欄は工場、倉庫、事務所、寄宿舎等と記入すること。
7　償却資産

(単位　千円)

	図面番号
	資産明細
	備考

	
	種類
	細目
	数量
	耐用年数
	取得年月日
	取得価格
	

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	合計
	　
	　
	　
	　
	　


8　添付書類(添付した書類番号を○で囲むこと。)
	番号
	書類
	備考
	左の書類が不要の場合

	1
	操業開始の日を含む事業年度の国税申告書の写し
	減価償却資産の明細書(別表16等)を含む。
	　

	2
	機械配置図
	建物平面図に機械等の所在位置を示すこと。
	　

	3
	生産工程図
	　
	　

	4
	敷地、工場等配置図
	用地の測量図又は字図に縮尺を表示し、その縮尺で家屋又は屋外設備等を表示すること。
	　

	5
	土地売買契約書の写し
	　
	土地の取得日から起算して1年を経過した日以後に家屋の建設に着手した新、増設

	6
	家屋の登記事項証明書
	未登記の場合は、建築確認書の写し
	　

	7
	特別償却不採用の理由書
	　
	工業生産設備について租税特別措置法第12条又は第45条の規定による特別償却を採用しているとき。

	8
	生産能力の向上が30％以上ある事を証する書面
	　
	課税免除申請の機械装置に更新に係るものがないとき。

	9
	その他状況説明のための資料
	　
	　


(注)　「7　特別償却不採用の理由書」は、特別償却の適用を受けられるものについて、これを採用していない場合に添付すること。
